
（単位：千円）

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

自
治
事
務

法
定
受
託
事
務

国庫
その他
特定
財源

一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

福井県科学学術顕彰事業 ○ H17 7 2 ○ 2,732 0 2,732 0 ○ ○ ○ 0

福井県私立学校連合会補助金 元気な社会 ○ S42 45 1 ○ 4,040 0 0 4,040 ○ ○ 0

私立学校教職員共済事業補助金 元気な社会 ○ S33 54 1 ○ 33,193 0 0 33,193 ○ ○ ○ ○ 0

福井県私立学校退職金基金社団補助金 元気な社会 ○ S42 44 1 ○ 56,746 0 0 56,746 ○ ○ ○ 0

被災園児等支援事業（東日本大震災関連） ○ ○ H23 1 2 ○ 1,473 370 1,103 0 ○ 0

私立幼稚園教育振興補助金 元気な社会 ○ S52 35 1 ○ 603,118 103,302 0 499,816 ○ ○ ○ 0

私立幼稚園預かり保育推進事業補助金 元気な社会 ○ H10 14 1 ○ 62,980 31,490 0 31,490 ○ ○ ○ 0

私立幼稚園特別支援教育事業補助金 元気な社会 ○ S52 35 1 ○ 65,268 31,752 0 33,516 ○ ○ ○ 0

私立幼稚園２歳児受入推進事業補助金 元気な社会 ○ H20 4 1 ○ 32,400 16,200 0 16,200 ○ ○ ○ 0

私立小学校教育振興補助金 元気な社会 ○ H10 14 1 ○ 6,472 952 0 5,520 ○ ○ ○ 0

私立中学校教育振興補助金 元気な社会 ○ S63 24 1 ○ 153,368 22,575 0 130,793 ○ ○ ○ 0

私立高等学校教育振興補助金 元気な社会 ○ S27 60 1 ○ 1,644,009 287,714 0 1,356,295 ○ ○ ○ 0

私立高等学校魅力アップ推進事業 元気な社会 ○ H16 8 1 ○ 325,000 7,200 0 317,800 ○ ○ ○ 0

私立高等学校等就学支援事業 元気な社会 ○ H22 2 1 ○ 974,122 790,848 58,154 125,120 ○ ○ ○ 0

私立専修学校等教育振興補助金 元気な社会 ○ S56 31 1 ○ 40,590 0 0 40,590 ○ ○ ○ 0

私立専修学校施設整備資金利子補給金 元気な社会 ○ S62 25 1 ○ 2,250 0 0 2,250 ○ ○ 0

私立大学教育振興補助金 元気な社会 ○ S62 25 1 ○ 14,209 0 0 14,209 ○ ○ ○ 0

私立学校耐震化促進事業補助金 元気な社会 ○ H20 4 1 ○ 14,277 0 0 14,277 ○ ○ ○ ○ 0

福井大学しらゆり会補助金 ○ S48 39 1 ○ 540 0 0 540 ○ ○ ○ 0

公立大学法人福井県立大学運営費交付金 ○ H19 5 1 ○ 2,370,259 0 0 2,370,259 ○ ○ 0

公立大学法人福井県立大学施設整備費等補助金 ○ H19 5 1 ○ 56,461 0 0 56,461 ○ ○ 0

公立大学法人福井県立大学評価委員会運営費 ○ H19 5 1 ○ 635 0 0 635 ○ ○ 0

大学連携リーグ事業 ○ ○ H19 5 1 ○ 29,325 0 160 29,165 ○ ○ ○ ○ ○ 0

23 4 21 0 25 23 0 6,493,467 1,292,403 62,149 5,138,915 2 14 1 1 1 0 0 0 8 7 3 2 3 1 0 0 0 23 0 0 0 0 0 0 0 0

事　　　　業　　　　名
福井新々元気
宣言における
位置付け

事業区分 活動指標2結果分類成果指標1結果分類成果指標2結果分類

平成
23年度
予算額

財源内訳同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

事業
開始
年度

経過
年数

事務区分

平成２３年度事務事業評価結果（課・室）総括表

評価に基づく今後の対応

大学・私学振興課課・室名

会計区分 一般会計

活動指標1結果分類



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

2 □ ■ 年度 ■ 自 治 事 務

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 経過年数 － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

19年度 20年度 21年度 22年度

52,841 2,925 2,906 2,774

2,505 3,091 2,336 2,750

1,940 2,906 2,336 2,247

10 7 7 8

2 2 2 2

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移 2,793

23年度

所属の

方　針

事　　業　　名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動
指標

成果
指標

区　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

その他特定財源

2,732

応募者数（人）

財源内訳

一　般　財　源

平成23年度予算額

12

0.0%2

計 画 の 達 成 状 況

事業効果
の推移

決 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言
における位置付け

　福井県内を中心に活動している者で、科学技術に関する研究開発または学術研究において特に顕著な功績を挙げ、産業の振興、地域の活性化その他住民の福祉の向上に貢献したと認められる者を顕彰することにより、社会の発展に資
する。

県　単 補 助 金

受賞者数（人）

継　　続

年度〔〕／整備目標

特　　記　　事　　項事業開始後の見直し状況

事　業
開　始
年　度

実行予算

事務区分

所　属 総務

そ の 他

事業終了
予定年度

その他

H17

7

事　業
区　分

年度整備水準〔

△ 24.7%

4.0%

8.8%

8.6%

　指定寄附金により福井県科学学術顕彰基金を創設し、基金およびその運用益を原資に表彰を実施する。
　・表彰の対象者　福井県内を中心に活動している者で、物理、化学、生物、医学・生理学、経済における分野で特に顕著な功績を挙げ、産業の振興、地域の活性化その他住民の福祉の向上に貢献したと認められる者。
　・表彰数　毎年２人程度
　・賞金　　大賞１００万円

区　　　　　分

国　庫

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□整理統合

見直し額

□

■

□

拡　　充

廃　　止 □

終期の見直し

完　　了

そ の 他

□

□

縮　　減

休　　止

千　円

2,732

2,732

0

　毎年、一定の応募数があり、受賞者数も含め同程度で推移している。

　科学技術に関する研究開発または学術研究を通じて社会の発展に資するため今後も継続し
ていく。

含まれる事業数

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

会計区分

大学・私学振興 　Ｇ私学振興　課

福井県科学学術顕彰事業

〕　＝　〔

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　部

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅰ

Ⅱ

－　1　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 □ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

19年度 20年度 21年度 22年度

1,040 1,040 1,040 1,040

1,040 1,040 1,040 1,040

1,040 1,040 1,040 1,040

19 15 13 15

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移 4,040

23年度

所属の

方　針

事　　業　　名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動
指標

成果
指標

区　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

その他特定財源

4,040

財源内訳

一　般　財　源

平成23年度予算額

△ 11.5%

計 画 の 達 成 状 況

元気な社会

日本のモデル「福井の教育」

事業効果
の推移

決 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言
における位置付け

　県内における各私立学校相互の連携を図り、私学教育の振興とその健全な発展に資する。

県　単 補 助 金

研修会の開催等

継　　続

年度〔〕／整備目標

特　　記　　事　　項事業開始後の見直し状況

事　業
開　始
年　度

実行予算

事務区分

所　属 総務

そ の 他

事業終了
予定年度

その他

S42

45

事　業
区　分

年度整備水準〔

72.1%

72.1%

0.0%

　福井県私立学校連合会の実施する次の事業に対して補助する。
　・私学振興のつどい開催事業
　・私立高等学校教育振興事業
　・私立幼稚園教員研修事業
　・私立専修学校各種学校教職員研修事業
　・特色ある学校づくり県民ＰＲ事業（２３年度限り）

区　　　　　分

国　庫

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□整理統合

見直し額

□

■

□

拡　　充

廃　　止 □

終期の見直し

完　　了

そ の 他

□

□

縮　　減

休　　止

千　円

4,040

4,040

　研修事業の開催等により県内私立学校の振興に寄与している。

　県内における各私立学校相互の連携を図ることで、私学教育の振興と私立学校の発展に資
するため今後も継続していく。

平成23年度…私立学校における特色ある学校づくりの成果を県民へＰＲするた
めの経費として3,000千円を補助

含まれる事業数

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

会計区分

大学・私学振興 　Ｇ私学振興　課

福井県私立学校連合会補助金

〕　＝　〔

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　部

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅳ

－　2　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 □ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

19年度 20年度 21年度 22年度

35,800 34,358 34,497 33,359

33,157 33,370 32,844 32,878

33,077 33,229 32,746 32,800

8/1000 8/1000 8/1000 8/1000

53.61/1000 55.38/1000 58.15/1000 59.92/1000

53.61/1000 55.38/1000 58.15/1000 59.92/1000

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

私立学校教職員共済事業補助金

〕　＝　〔

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　部

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅱ

Ⅱ

含まれる事業数

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

会計区分

大学・私学振興 　Ｇ私学振興　課

千　円

33,193

33,193

　段階的に掛金率が引上げられており、学校および教職員の負担軽減のために必要である。

　学校運営および教職員の負担軽減および年金財政の安定化を図るため今後も継続してい
く。

15年度から掛金率算定方法改定

廃　　止 □

継　　続

終期の見直し

完　　了

そ の 他

□

□

縮　　減

休　　止
評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□整理統合

見直し額

□

■

□

拡　　充

所　属 総務

そ の 他

事業終了
予定年度

その他

S33

54

事　業
区　分

国　庫

年度〔〕／整備目標

特　　記　　事　　項事業開始後の見直し状況

Ⅱ

事業効果
の推移

決 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言
における位置付け

　県内の私立学校および教職員の長期給付事業に係る負担を軽減し、私立学校教育の振興を図る。

県　単 補 助 金

学校負担率

事　業
開　始
年　度

実行予算

事務区分

3.6%61.69/1000

3.6%61.69/1000

元気な社会

日本のモデル「福井の教育」

　私立学校教職員の長期給付事業に対して補助する。
　　・補助事業者　　　日本私立学校振興・共済事業団
　　・補助対象経費　　福井県内加入者の標準給与総額
　　・補助率　　　　　８／１０００

区　　　　　分

区　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

その他特定財源

平成23年度予算額

8/1000

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

0.0%

33,193

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移 33,193

23年度

△ 1.9%

0.0%

△ 0.3%

所属の

方　針

事　　業　　名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動
指標

成果
指標 教職員負担率

県補助率

財源内訳

一　般　財　源

－　3　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 □ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

19年度 20年度 21年度 22年度

56,461 59,785 58,039 56,598

56,461 59,785 58,039 56,598

56,460 59,784 58,039 56,597

23/1000 23/1000 23/1000 23/1000

80/1000 80/1000 80/1000 80/1000

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移 56,746

23年度

所属の

方　針

事　　業　　名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動
指標

成果
指標

区　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

その他特定財源

56,746

県補助率

財源内訳

一　般　財　源

平成23年度予算額

23/1000

0.0%80/1000

計 画 の 達 成 状 況

元気な社会

日本のモデル「福井の教育」

事業効果
の推移

決 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言
における位置付け

 県内の私立学校教職員の退職金の支給を円滑かつ確実にし、私立学校教育の振興を図る。

県　単 補 助 金

学校負担率

継　　続

年度〔〕／整備目標

特　　記　　事　　項事業開始後の見直し状況

事　業
開　始
年　度

実行予算

事務区分

所　属 総務

そ の 他

事業終了
予定年度

その他

S42

44

事　業
区　分

年度整備水準〔

0.2%

0.2%

0.2%

0.0%

　私立学校教職員の退職金の交付に必要な基金の造成に対して補助する。
　　・補助事業者　　　（社）福井県私立学校退職金基金社団
　　・補助対象経費　　福井県内加入者の標準給与総額
　　・補助率　　　　　２３／１０００

区　　　　　分

国　庫

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□整理統合

見直し額

□

■

□

拡　　充

廃　　止 □

終期の見直し

完　　了

そ の 他

□

□

縮　　減

休　　止

千　円

56,746

56,746

　県の補助により、学校の負担率も据え置かれている。

　私立学校教職員に対する退職金の支給を円滑かつ確実にするため今後も継続していく。

含まれる事業数

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

会計区分

大学・私学振興 　Ｇ私学振興　課

福井県私立学校退職金基金社団補助金

〕　＝　〔

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　部

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅱ

Ⅱ

－　4　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

2 ■ ■ 年度 ■ 自 治 事 務

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 経過年数 H26 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

19年度 20年度 21年度 22年度

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

被災園児等支援事業（東日本大震災関連）

〕　＝　〔

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　部

結果分類目標値、指標の積算根拠等

含まれる事業数

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

会計区分

大学・私学振興 　Ｇ私学振興　課

千　円

1,473

370

1,103

0

　県内の私立学校においても、被災地域からの受け入れがあり、本事業のニーズは高い。

　被災した園児・児童・生徒が就学するためには、授業料等の負担軽減は必要であり、今後
も継続していく。

廃　　止 □

継　　続

終期の見直し

完　　了

そ の 他

□

□

縮　　減

休　　止
評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□整理統合

見直し額

□

■

□

拡　　充

所　属 総務

そ の 他

事業終了
予定年度

その他

H23

1

事　業
区　分

国　庫

年度〔〕／整備目標

特　　記　　事　　項事業開始後の見直し状況

事業効果
の推移

決 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言
における位置付け

 県内の私立学校教職員の退職金の支給を円滑かつ確実にし、私立学校教育の振興を図る。

県　単 補 助 金
事　業
開　始
年　度

実行予算

事務区分

（１）私立学校授業料等減免事業
　　　　東日本大震災により被災した園児・児童・生徒に対する授業料等減免事業に補助
（２）スクールカウンセラー配置事業
　　　　東日本大震災で被災した児童・生徒が在籍する学校にスクールカウンセラーを派遣

区　　　　　分

区　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

その他特定財源

平成23年度予算額

5

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

1,473

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移 3,648

23年度

0.0%

0.0%

所属の

方　針

事　　業　　名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動
指標

成果
指標

授業料等減免人数

スクールカウンセラー派遣回数

財源内訳

一　般　財　源

－　5　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 ■ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

19年度 20年度 21年度 22年度

608,993 596,311 586,859 626,154

584,316 579,918 585,353 601,223

584,304 579,473 585,225 599,170

31 31 32 32

3,348 3,289 3,255 3,272

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移 621,651

23年度

所属の

方　針

事　　業　　名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動
指標

成果
指標

区　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

その他特定財源

603,118

補助対象園数

財源内訳

一　般　財　源

平成23年度予算額

32

△ 0.7%3,251

計 画 の 達 成 状 況

元気な社会

日本のモデル「福井の教育」

事業効果
の推移

決 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言
における位置付け

　私立幼稚園における教育内容の充実を図るとともに、経営の健全性を高めることで教育条件の維持向上を図る。

県　単 補 助 金

就園児数

継　　続

5月1日現在（18～19年度は特区による2歳児を含む）

年度〔〕／整備目標

特　　記　　事　　項事業開始後の見直し状況

事　業
開　始
年　度

実行予算

事務区分

所　属 総務

そ の 他

事業終了
予定年度

その他

S52

35

事　業
区　分

年度整備水準〔

0.6%

0.8%

0.9%

0.8%

　私立幼稚園の経常的経費（人件費、物件費等）に対し補助する。
　　・補助事業者　　　私立幼稚園の設置者

区　　　　　分

国　庫

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□整理統合

見直し額

□

■

□

拡　　充

廃　　止 □

終期の見直し

完　　了

そ の 他

□

□

縮　　減

休　　止

千　円

603,118

103,302

499,816

　就園児数は減少傾向にあるため、私立幼稚園の安定的な経営のためには本事業の必要性は
高まっている。

　私立幼稚園における教育内容の充実、教育条件の維持向上を図るため今後も継続してい
く。

含まれる事業数

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

会計区分

大学・私学振興 　Ｇ私学振興　課

私立幼稚園教育振興補助金

〕　＝　〔

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　部

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅱ

Ⅲ

－　6　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 ■ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

19年度 20年度 21年度 22年度

33,840 35,580 53,100 64,620

33,300 33,620 59,880 61,260

33,140 33,620 59,680 57,246

30 30 31 31

510 495 604 618

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移 63,300

23年度

所属の

方　針

事　　業　　名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動
指標

成果
指標

区　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

その他特定財源

62,980

補助対象園数

財源内訳

一　般　財　源

平成23年度予算額

31

7.1%

計 画 の 達 成 状 況

元気な社会

日本のモデル「福井の教育」

事業効果
の推移

決 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言
における位置付け

　子育てがしやすい環境づくりを実現するために、私立幼稚園の預かり保育を推進する。

県　単 補 助 金

対象園児数

継　　続

実施園ごとの平日1日当たり平均の計

年度〔〕／整備目標

特　　記　　事　　項事業開始後の見直し状況

事　業
開　始
年　度

実行予算

事務区分

所　属 総務

そ の 他

事業終了
予定年度

その他

H10

14

事　業
区　分

年度整備水準〔

18.5%

21.1%

24.9%

0.8%

　教育時間終了後や土曜日、長期休業期間中に預かり保育を行う私立幼稚園に対し、担当教員の配置等に要する経費を補助する。
　　・補助事業者　　　私立幼稚園を設置する学校法人

区　　　　　分

国　庫

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□整理統合

見直し額

□

■

□

拡　　充

廃　　止 □

終期の見直し

完　　了

そ の 他

□

□

縮　　減

休　　止

千　円

62,980

31,490

31,490

　ほとんどの私立幼稚園で実施しており、預かり園児数も増加していることから、本事業の
ニーズは高い。

　保護者の子育てに対する負担感を軽減するため今後も継続していく。

　平成１９年度から平日に加え、土曜日、長期休業期間中の預かり保育も補助
対象とした。

含まれる事業数

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

会計区分

大学・私学振興 　Ｇ私学振興　課

私立幼稚園預かり保育推進事業補助金

〕　＝　〔

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　部

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅱ

Ⅰ

－　7　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 ■ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

19年度 20年度 21年度 22年度

14,112 59,584 97,216 70,560

70,560 73,542 57,947 64,680

70,560 70,836 56,232 60,338

17 19 19 18

90 111 123 119

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

私立幼稚園特別支援教育事業補助金

〕　＝　〔

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　部

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅱ

Ⅰ

含まれる事業数

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

会計区分

大学・私学振興 　Ｇ私学振興　課

千　円

65,268

31,752

33,516

　平成19年4月から「特別支援教育」が学校教育法に位置づけられ、すべての学校において、
障害のある幼児児童生徒の支援をさらに充実することとなっており、補助対象園数、対象園
児数の実績から見ても本事業のニーズは高い。

　特別な支援が必要な幼児の就園を促進し、教育内容の充実を図るため今後も継続してい
く。

・平成19年度から発達障害児も補助対象に加えた。
・平成21年度から身体障害者手帳、療育手帳、診断書等の交付の有無に応じた
補助単価を設定

廃　　止 □

継　　続

終期の見直し

完　　了

そ の 他

□

□

縮　　減

休　　止
評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□整理統合

見直し額

□

■

□

拡　　充

所　属 総務

そ の 他

事業終了
予定年度

その他

S52

35

事　業
区　分

国　庫

年度〔〕／整備目標

特　　記　　事　　項事業開始後の見直し状況

事業効果
の推移

決 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言
における位置付け

　私立幼稚園における特別な支援が必要な幼児の教育を強化するため、専任教員の配置など教育内容の充実を図る。

県　単 補 助 金

対象園児数

事　業
開　始
年　度

実行予算

事務区分

10.3%

元気な社会

日本のモデル「福井の教育」

　特別な支援が必要な幼児が就園している私立幼稚園に対し、専任教員の配置等に要する経費を補助する。
　　・補助事業者　　　私立幼稚園を設置する学校法人

区　　　　　分

区　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

その他特定財源

平成23年度予算額

25

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

11.4%

65,268

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移 73,500

23年度

90.6%

△ 1.1%

△ 4.3%

所属の

方　針

事　　業　　名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動
指標

成果
指標

補助対象園数

財源内訳

一　般　財　源

－　8　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 ■ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

19年度 20年度 21年度 22年度

36,000 37,200 33,600

32,400 32,400 32,400

32,400 32,400 30,267

27 27 27

356 389 374

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

私立幼稚園２歳児受入推進事業補助金

〕　＝　〔

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　部

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅱ

Ⅱ

含まれる事業数

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

会計区分

大学・私学振興 　Ｇ私学振興　課

千　円

32,400

16,200

16,200

　ほとんどの私立幼稚園で実施しており、2歳児の受入も多いことから、本事業のニーズは高
い。

　保護者の子育てに対する負担感を軽減するため今後も継続していく。
廃　　止 □

継　　続

終期の見直し

完　　了

そ の 他

□

□

縮　　減

休　　止
評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□整理統合

見直し額

□

■

□

拡　　充

所　属 総務

そ の 他

事業終了
予定年度

その他

H20

4

事　業
区　分

国　庫

年度〔〕／整備目標

特　　記　　事　　項事業開始後の見直し状況

事業効果
の推移

決 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言
における位置付け

　子育てがしやすい環境づくりを実現するために、私立幼稚園における２歳児の受け入れを推進する。

県　単 補 助 金

２歳児受入数

事　業
開　始
年　度

実行予算

事務区分

2.7%

元気な社会

日本のモデル「福井の教育」

　２歳児の受け入れを行う私立幼稚園に対し、専任教員の配置等に要する経費を補助する。
　　・補助事業者　　　私立幼稚園を設置する学校法人

区　　　　　分

区　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

その他特定財源

平成23年度予算額

27

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

0.0%

32,400

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移 33,600

23年度

△ 2.1%

0.0%

△ 3.3%

所属の

方　針

事　　業　　名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動
指標

成果
指標

補助対象園数

財源内訳

一　般　財　源

－　9　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 ■ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

19年度 20年度 21年度 22年度

5,211 4,295 5,368 6,572

4,241 5,326 6,565 6,950

4,241 5,326 6,565 6,949

1 1 1 1

17 21 25 26

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

私立小学校教育振興補助金

〕　＝　〔

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　部

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅱ

Ⅰ

含まれる事業数

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

会計区分

大学・私学振興 　Ｇ私学振興　課

千　円

6,472

952

5,520

　修学児童数は同程度で推移しており、今後の安定的な経営のためには本事業の必要性は高
い。

　私立小学校における教育内容の充実、教育条件の維持向上を図るため今後も継続してい
く。

廃　　止 □

継　　続

終期の見直し

完　　了

そ の 他

□

□

縮　　減

休　　止
評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□整理統合

見直し額

□

■

□

拡　　充

所　属 総務

そ の 他

事業終了
予定年度

その他

H10

14

事　業
区　分

国　庫

5月1日現在

年度〔〕／整備目標

特　　記　　事　　項事業開始後の見直し状況

事業効果
の推移

決 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言
における位置付け

　私立小学校における教育内容の充実を図るとともに、経営の健全性を高めることで教育条件の維持向上を図る。

県　単 補 助 金

修学児童数

事　業
開　始
年　度

実行予算

事務区分

9.7%24

元気な社会

日本のモデル「福井の教育」

　私立小学校の経常的経費（人件費、物件費等）に対し補助する。
　　・補助事業者　　　私立小学校の設置者

区　　　　　分

区　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

その他特定財源

平成23年度予算額

1

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

0.0%

6,472

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移 7,050

23年度

9.3%

12.0%

18.2%

所属の

方　針

事　　業　　名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動
指標

成果
指標

補助対象学校数

財源内訳

一　般　財　源
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別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 ■ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

19年度 20年度 21年度 22年度

109,323 119,200 123,922 128,991

120,774 126,774 149,659 155,521

120,774 126,774 149,659 155,521

4 4 4 4

343 366 379 372

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移 154,490

23年度

所属の

方　針

事　　業　　名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動
指標

成果
指標

区　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

その他特定財源

153,368

補助対象学校数

財源内訳

一　般　財　源

平成23年度予算額

4

2.4%376

計 画 の 達 成 状 況

元気な社会

日本のモデル「福井の教育」

事業効果
の推移

決 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言
における位置付け

　私立中学校における教育内容の充実を図るとともに、経営の健全性を高めることで教育条件の維持向上を図る。

県　単 補 助 金

修学生徒数

継　　続

5月1日現在

年度〔〕／整備目標

特　　記　　事　　項事業開始後の見直し状況

事　業
開　始
年　度

実行予算

事務区分

所　属 総務

そ の 他

事業終了
予定年度

その他

S63

24

事　業
区　分

年度整備水準〔

9.2%

6.4%

9.0%

0.0%

　私立中学校の経常的経費（人件費、物件費等）に対し補助する。
　　・補助事業者　　　私立中学校の設置者

区　　　　　分

国　庫

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□整理統合

見直し額

□

■

□

拡　　充

廃　　止 □

終期の見直し

完　　了

そ の 他

□

□

縮　　減

休　　止

千　円

153,368

22,575

130,793

　修学生徒数は同程度で推移しており、今後の安定的な経営のためには本事業の必要性は高
い。

　私立中学校における教育内容の充実、教育条件の維持向上を図るため今後も継続してい
く。

含まれる事業数

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

会計区分

大学・私学振興 　Ｇ私学振興　課

私立中学校教育振興補助金

〕　＝　〔

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　部

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅱ

Ⅱ
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別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 ■ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

19年度 20年度 21年度 22年度

1,804,358 1,733,023 1,670,072 1,672,704

1,766,537 1,704,778 1,620,973 1,622,244

1,766,537 1,704,778 1,620,973 1,622,244

6 6 6 6

5,849 5,750 5,701 5,669

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

私立高等学校教育振興補助金

〕　＝　〔

含まれる事業数
事　業
区　分

　私立高等学校の経常的経費（人件費、物件費等）に対し補助する。
　　・補助事業者　　　私立高等学校の設置者

区　　　　　分

国　庫

事務区分

年度整備水準〔

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　部

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅱ

Ⅲ

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

会計区分

大学・私学振興 　Ｇ私学振興　課

千　円

1,644,009

287,714

1,356,295

　修学生徒数は僅かに減少しているが、今後の安定的な経営のためには本事業の必要性は高
まっている。

　私立高校における教育内容の充実、教育条件の維持向上を図るため今後も継続していく。
□

終期の見直し

完　　了

そ の 他

□

□

見直し額

□

■

□

拡　　充

廃　　止

縮　　減

休　　止

S27

60

補 助 金
事　業
開　始
年　度

実行予算

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□整理統合

継　　続

5月1日現在

年度〔

所　属 総務

そ の 他

事業終了
予定年度

その他

元気な社会

日本のモデル「福井の教育」

1,637,307

23年度

△ 2.4%

△ 1.8%

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移

〕／整備目標

特　　記　　事　　項事業開始後の見直し状況

△ 2.8%

0.0%

修学生徒数

事業効果
の推移

決 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言
における位置付け

　私立高等学校における教育内容の充実を図るとともに、経営の健全性を高めることで教育条件の維持向上を図る。

県　単

6

1,644,009

財源内訳 その他特定財源

平成23年度予算額

△ 0.8%5,680

計 画 の 達 成 状 況

一　般　財　源

区　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

所属の

方　針

事　　業　　名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動
指標

成果
指標

補助対象学校数
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別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 □ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

19年度 20年度 21年度 22年度

300,000 325,000 325,000 325,000

332,670 344,080 325,000 325,000

332,670 344,080 325,000 325,000

6 6 6 6

6.5% 7.0% 5.9% 7.3%

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

私立高等学校魅力アップ推進事業

〕　＝　〔

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　部

結果分類目標値、指標の積算根拠等

補助対象となる学校数 Ⅱ

Ⅰ

含まれる事業数

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

会計区分

大学・私学振興 　Ｇ私学振興　課

千　円

325,000

7,200

317,800

　私立高等学校志望者率は、事業開始前（5.8％）より高くなっており、本事業の効果が現れ
ている。

　各高等学校が特色ある学校づくりをさらに推進していくため今後も継続していく。

平成19年度に特色・魅力ある教育の強化（国庫メニューの充実）、学校評価な
ど、支援内容の充実強化を行った。

廃　　止 □

継　　続

終期の見直し

完　　了

そ の 他

□

□

縮　　減

休　　止
評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□整理統合

見直し額

□

■

□

拡　　充

所　属 総務

そ の 他

事業終了
予定年度

その他

H16

8

事　業
区　分

国　庫

進路希望調査（私立高校希望者数／中学校卒業予定者数）

年度〔〕／整備目標

特　　記　　事　　項事業開始後の見直し状況

事業効果
の推移

決 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言
における位置付け

　独自性ある私立高等学校の振興のため、生徒や保護者にとってより魅力ある学校となるような意欲的な取り組みなど特色ある学校づくりを支援する。

県　単 補 助 金

私立高校希望者率（％）

事　業
開　始
年　度

実行予算

事務区分

6.0%7.9%

元気な社会

日本のモデル「福井の教育」

　食育、環境教育の推進など社会情勢に対応した教育改革の積極的な推進、特色を活かした学校づくり、学校評価、安全・安心対策、部活動の活躍などに対し、私立高等学校教育振興補助金に加算して補助する。
　　・補助事業者　　　私立高等学校の設置者

区　　　　　分

区　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

その他特定財源

平成23年度予算額

6

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

0.0%

325,000

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移 325,000

23年度

2.1%

△ 0.5%

△ 0.7%

所属の

方　針

事　　業　　名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動
指標

成果
指標

補助対象学校数（校）

財源内訳

一　般　財　源
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別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 ■ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

19年度 20年度 21年度 22年度

815,436

954,770

952,128

5,692

2,664

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移 956,753

23年度

所属の

方　針

事　　業　　名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動
指標

成果
指標

区　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

その他特定財源

974,122

就学支援金支給対象生徒数

減免補助対象生徒数

財源内訳

一　般　財　源

平成23年度予算額

計 画 の 達 成 状 況

元気な社会

日本のモデル「福井の教育」

事業効果
の推移

決 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言
における位置付け

　私立高等学校、専修学校（高等課程）に通う生徒の教育費負担を軽減する。

県　単 補 助 金

継　　続

年度〔〕／整備目標

特　　記　　事　　項事業開始後の見直し状況

事　業
開　始
年　度

実行予算

事務区分

所　属 総務

そ の 他

事業終了
予定年度

その他

H22

2

事　業
区　分

年度整備水準〔

17.3%

2.0%

（１）就学支援金の支給（国制度）
　　　世帯の所得状況に応じて、就学支援金を支給
（２）授業料等の減免に対する補助（県制度）
　　　就学支援金に加え、低所得世帯の授業料等を各学校が減免した場合の経費を補助

区　　　　　分

国　庫

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□整理統合

見直し額

□

■

□

拡　　充

廃　　止 □

終期の見直し

完　　了

そ の 他

□

□

縮　　減

休　　止

千　円

974,122

790,848

58,154

125,120

　減免補助対象人数から見ても、低所得世帯の生徒が私立高等学校等で修学できる機会の確
保に寄与している。

　経済状況が低迷する中において、私立高校等における教育費負担を軽減することは必要で
あることから、今後も継続していく。

含まれる事業数

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

会計区分

大学・私学振興 　Ｇ私学振興　課

私立高等学校等就学支援事業

〕　＝　〔

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　部

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅱ

Ⅰ
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別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 □ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

19年度 20年度 21年度 22年度

42,579 38,376 33,696 32,211

37,296 32,724 32,373 36,594

37,269 32,625 32,373 36,594

14 14 14 14

1,355 1,187 1,172 1,337

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

私立専修学校等教育振興補助金

〕　＝　〔

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　部

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅱ

Ⅱ

含まれる事業数

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

会計区分

大学・私学振興 　Ｇ私学振興　課

千　円

40,590

40,590

　修学生徒数は増加しており、今後の安定的な経営のためには本事業の必要性は高い。

　私立専修学校等における教育内容の充実、教育条件の維持向上を図るため今後も継続して
いく。

廃　　止 □

継　　続

終期の見直し

完　　了

そ の 他

□

□

縮　　減

休　　止
評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□整理統合

見直し額

□

■

□

拡　　充

所　属 総務

そ の 他

事業終了
予定年度

その他

S56

31

事　業
区　分

国　庫

5月1日現在（補助対象校）

年度〔〕／整備目標

特　　記　　事　　項事業開始後の見直し状況

事業効果
の推移

決 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言
における位置付け

　職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し、または教養の向上を目的とする学校教育における私立専修学校等の果たす役割に鑑み、教育の充実を図り、経営の健全化を図る。

県　単 補 助 金

修学生徒数

事　業
開　始
年　度

実行予算

事務区分

3.3%1,508

元気な社会

日本のモデル「福井の教育」

　私立専修学校等の運営に係る経常費に対し補助する。
　　・補助事業者　　　私立専修学校等を設置する学校法人および社団法人

区　　　　　分

区　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

その他特定財源

平成23年度予算額

15

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

1.8%

40,590

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移 38,781

23年度

△ 1.5%

2.6%

△ 0.1%

所属の

方　針

事　　業　　名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動
指標

成果
指標

補助対象学校数

財源内訳

一　般　財　源
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別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 □ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

19年度 20年度 21年度 22年度

1,453 5,750 4,107 3,780

1,453 3,826 4,107 3,780

1,453 3,826 4,107 3,780

1 2 2 2

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

私立専修学校施設整備資金利子補給金

〕　＝　〔

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　部

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅰ

含まれる事業数

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

会計区分

大学・私学振興 　Ｇ私学振興　課

千　円

2,250

2,250

　各私立専修学校の教育内容の充実、経営の健全化に寄与している。

　校舎等施設整備の負担を軽減し、各私立専修学校の振興および発展に資するため今後も継
続していく。

廃　　止 □

継　　続

終期の見直し

完　　了

そ の 他

□

□

縮　　減

休　　止
評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□整理統合

見直し額

□

■

□

拡　　充

所　属 総務

そ の 他

事業終了
予定年度

その他

S62

25

事　業
区　分

国　庫

年度〔〕／整備目標

特　　記　　事　　項事業開始後の見直し状況

事業効果
の推移

決 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言
における位置付け

　私立専修学校の公共性を高め、教育条件を改善することで専修学校教育の振興を図る。

県　単 補 助 金
事　業
開　始
年　度

実行予算

事務区分元気な社会

日本のモデル「福井の教育」

　私立専修学校における新増改築（買収その他これに準ずる方法による取得を含む。）、校舎敷地や運動場の取得整備等施設の整備充実のための長期借入金に対し利子補給を行う。
　　・対象限度額　　　　次のうち最も低い金額
　　　　　　　　　　　　　①　事業費の７５％
　　　　　　　　　　　　　②　借入金額
　　　　　　　　　　　　　③　対象限度面積（実施面積と基準面積の小さい方）×基準単価（日本私立学校振興・共済事業団）
　　・利子補給期間　　　資金借入れの日から１０年以内
　　・利子補給率　　　　交付決定時の日本私立学校振興・共済事業団一般施設費貸付利率の１／２　　※借入利率が２％未満の場合は、借入利率から１％控除した率

区　　　　　分

区　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

その他特定財源

平成23年度予算額

2

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

25.0%

2,250

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移 3,451

23年度

62.6%

54.2%

54.2%

所属の

方　針

事　　業　　名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動
指標

成果
指標

補助対象学校数

財源内訳

一　般　財　源

－　16　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 □ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

19年度 20年度 21年度 22年度

36,800 36,800 51,647 51,985

36,800 36,800 51,647 51,985

36,800 36,800 51,647 51,985

1 1 1 1

838 828 911 1,069

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移 14,209

23年度

所属の

方　針

事　　業　　名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動
指標

成果
指標

区　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

その他特定財源

14,209

補助対象大学数

財源内訳

一　般　財　源

平成23年度予算額

1

8.2%1,139

計 画 の 達 成 状 況

元気な社会

日本のモデル「福井の教育」

事業効果
の推移

決 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言
における位置付け

　新設された私立大学または学部・学科を増設する私立大学の経営の健全性を高め、健全な発展を図る。

県　単 補 助 金

学生数

継　　続

補助対象大学（仁愛大学）の学部のみ

年度〔〕／整備目標

特　　記　　事　　項事業開始後の見直し状況

事　業
開　始
年　度

実行予算

事務区分

所　属 総務

そ の 他

事業終了
予定年度

その他

S62

25

事　業
区　分

年度整備水準〔

△ 7.9%

△ 7.9%

13.7%

0.0%

　新設または学部、学科の増設を行う私立大学の管理経費に対し補助する。
　　・補助事業者　　　私立大学の設置者
　　・補助対象経費　　人件費、教育研究費等（新増設後完成年度まで）、管理経費等（新増設後１０年間）
　　・補助率　　　　　１／２

区　　　　　分

国　庫

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□整理統合

見直し額

□

■

□

拡　　充

廃　　止 □

終期の見直し

完　　了

そ の 他

□

□

縮　　減

休　　止

千　円

14,209

14,209

　21年度から新たな学部が増設（人間生活学部）されたことに伴い、学生数は増加してい
る。

　私立大学の経営の安定化および健全な発展を図るため今後も継続していく。

含まれる事業数

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

会計区分

大学・私学振興 　Ｇ高等教育　課

私立大学教育振興補助金

〕　＝　〔

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　部

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅱ

Ⅰ
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別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 ■ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

19年度 20年度 21年度 22年度

3,126 62,023 79,177

8,632 21,768 46,862

8,632 21,768 37,411

8 15 1

8.9% 26.8% 54.2% 55.9%

58.1% 58.1% 65.7% 70.1%

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

私立学校耐震化促進事業補助金

〕　＝　〔

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　部

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅳ

Ⅰ

含まれる事業数

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

会計区分

大学・私学振興 　Ｇ私学振興　課

千　円

14,277

14,277

　耐震診断実施率、耐震化率は上昇しており、施設の耐震化が進んでいる。

　大規模地震から園児、生徒を守り、安心して学べる環境をつくるため、今後も継続してい
く。

廃　　止 □

継　　続

終期の見直し

完　　了

そ の 他

□

□

縮　　減

休　　止
評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□整理統合

見直し額

□

■

□

拡　　充

所　属 総務

そ の 他

事業終了
予定年度

その他

H20

4

事　業
区　分

国　庫

　旧基準建築物のみ

年度〔〕／整備目標

特　　記　　事　　項事業開始後の見直し状況

Ⅰ

事業効果
の推移

決 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言
における位置付け

　県内の私立幼稚園、小・中学校、高等学校の耐震化を促進し、児童・生徒の安全確保を図る。

県　単 補 助 金

耐震診断実施率

事　業
開　始
年　度

実行予算

事務区分

79.1%61.5%

7.0%75.9%

元気な社会

日本一の安全・安心（治安向上から治安実感へ）

　県内の私立幼稚園、小・中学校、高等学校の耐震化を促進するため、耐震診断、耐震補強工事に対して補助する。
　　・補助事業者　　　私立幼稚園、小・中・高等学校を設置する学校法人
　　・補助率　　　　　①耐震診断　　　　国１／３　県１／３　（設置者１／３）
　　　　　　　　　　　②耐震補強工事　　Is値０．３未満（倒壊の危険性の高い施設）　県１／６　（国１／２　設置者１／３）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Is値０．３以上（倒壊の危険性のある施設）　県１／６　（国１／３　設置者１／２）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　木造建築物、４００万円未満の工事　　　　　県１／２　（設置者１／２）

区　　　　　分

区　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

その他特定財源

平成23年度予算額

0

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

△ 35.3%

14,277

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移 16,038

23年度

610.7%

66.0%

112.1%

所属の

方　針

事　　業　　名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動
指標

成果
指標 耐震化率

耐震診断実施棟数

財源内訳

一　般　財　源

－　18　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 □ □ 年度 ■ 自 治 事 務

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 経過年数 － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

19年度 20年度 21年度 22年度

540 540 540 540

540 540 540 540

540 540 540 540

922 896 889 885

28 30 47 33

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移 540

23年度

所属の

方　針

事　　業　　名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動
指標

成果
指標 献体数

区　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

その他特定財源

540

財源内訳

一　般　財　源

平成23年度予算額

△ 1.3%

11.3%

計 画 の 達 成 状 況

事業効果
の推移

決 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言
における位置付け

　献体運動団体に対し補助することにより、医学教育に必須である解剖体確保事業等の推進を図り、もって地域医療の向上に寄与する。

県　単 補 助 金

会員数

継　　続

3月31日現在

年度〔〕／整備目標

特　　記　　事　　項事業開始後の見直し状況

事　業
開　始
年　度

実行予算

事務区分

所　属 総務

そ の 他

事業終了
予定年度

その他

S48

39

事　業
区　分

年度整備水準〔

0.0%

0.0%

0.0%

　福井大学しらゆり会の解剖体確保事業等に対し補助する。
　　・補助事業者　　　福井大学しらゆり会

区　　　　　分

国　庫

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□整理統合

見直し額

□

■

□

拡　　充

廃　　止 □

終期の見直し

完　　了

そ の 他

□

□

縮　　減

休　　止

千　円

540

540

　会員数、献体数ともほぼ同程度で推移しており、医学教育のための解剖体確保に寄与して
いる。

　医学教育に必要な解剖体の安定した確保を図るため今後も継続していく。

Ⅰ

含まれる事業数

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

会計区分

大学・私学振興 　Ｇ高等教育　課

福井大学しらゆり会補助金

〕　＝　〔

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　部

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅲ

－　19　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 □ □ 年度 ■ 自 治 事 務

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 経過年数 － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

19年度 20年度 21年度 22年度

2,552,719 2,578,821 2,566,886 3,465,540

2,651,443 2,559,295 2,525,970 2,334,298

2,651,443 2,559,294 2,525,970 2,334,298

1,735 1,748 1,749 1,757

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

公立大学法人福井県立大学運営費交付金

〕　＝　〔

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　部

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅱ

含まれる事業数

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

会計区分

大学・私学振興 　Ｇ高等教育　課

千　円

2,370,259

2,370,259

　法人化以後、学生数は増加しており、23年度は定員に対しても約108％と高い。

　公立大学法人福井県立大学の適正かつ効率的な業務執行によるコスト低減を前提に、県は
設立団体として、法人が行う高度な教育や特色ある研究の推進、地域社会に貢献できる人材
養成などの業務の財源を交付することが必要である。

平成１９年４月「公立大学法人福井県立大学」設立

廃　　止 □

継　　続

終期の見直し

完　　了

そ の 他

□

□

縮　　減

休　　止
評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□整理統合

見直し額

□

■

□

拡　　充

所　属 総務

そ の 他

事業終了
予定年度

その他

H19

5

事　業
区　分

国　庫

5月1日現在

年度〔〕／整備目標

特　　記　　事　　項事業開始後の見直し状況

事業効果
の推移

決 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言
における位置付け

　平成１９年４月に公立大学法人化した福井県立大学に対し、自主的で効率的な大学運営を進めるため、運営費交付金を交付する。

県　単 補 助 金

学生数

事　業
開　始
年　度

実行予算

事務区分

0.6%1,777

　県立大学の業務の財源に充てるため必要な額を運営費交付金として交付する。
　・標準運営費交付金　教員研究費、人件費等標準的な法人運営における経費
　・特定運営費交付金　退職手当、特別研究経費等標準的な経費で対応できない特定目的の経費
　　（特別研究経費として、「県民参加による地域貢献研究推進事業」の奨励研究費を交付）

区　　　　　分

区　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

その他特定財源

平成23年度予算額

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

2,370,259

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移 2,419,073

23年度

1.3%

△ 2.7%

△ 4.1%

所属の

方　針

事　　業　　名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動
指標

成果
指標

財源内訳

一　般　財　源

－　20　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 □ □ 年度 ■ 自 治 事 務

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 経過年数 － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

19年度 20年度 21年度 22年度

29,955 27,622 3,322 27,810

27,458 96,658 60,273 0

26,905 23,268 68,813 47,021

5 3 4 3

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移 63,656

23年度

所属の

方　針

事　　業　　名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動
指標

成果
指標

区　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

その他特定財源

56,461

財源内訳

一　般　財　源

平成23年度予算額

△ 7.9%3

計 画 の 達 成 状 況

事業効果
の推移

決 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言
における位置付け

　福井県立大学に対し、施設整備、大規模修繕、災害復旧等に必要な経費を交付し、教育研究環境の維持向上を図る。

県　単 補 助 金

整備修繕等施設数

継　　続

年度〔〕／整備目標

特　　記　　事　　項事業開始後の見直し状況

事　業
開　始
年　度

実行予算

事務区分

所　属 総務

そ の 他

事業終了
予定年度

その他

H19

5

事　業
区　分

年度整備水準〔

192.6%

53.6%

50.2%

　福井県立大学の施設・設備等の整備（施設の修繕工事、災害復旧を含む。）に対し補助する。

区　　　　　分

国　庫

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□整理統合

見直し額

□

■

□

拡　　充

廃　　止 □

終期の見直し

完　　了

そ の 他

□

□

縮　　減

休　　止

千　円

56,461

56,461

　老朽化した施設設備の修繕により、教育研究環境の維持向上が図られている。

　公立大学法人福井県立大学の適正かつ効率的な業務執行によるコスト低減を前提に、県は
設立団体として、法人が行う高度な教育や特色ある研究の推進、地域社会に貢献できる人材
養成などの業務の財源を交付することが必要である。

平成１９年４月「公立大学法人福井県立大学」設立

含まれる事業数

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

会計区分

大学・私学振興 　Ｇ高等教育　課

公立大学法人福井県立大学施設整備費等補助金

〕　＝　〔

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　部

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅳ

－　21　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 □ ■ 年度 ■ 自 治 事 務

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 経過年数 － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

19年度 20年度 21年度 22年度

640 587 570 635

640 587 570 635

14 493 453 525

3 3 2 3

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

公立大学法人福井県立大学評価委員会運営費

〕　＝　〔

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　部

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅲ

含まれる事業数

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

会計区分

大学・私学振興 　Ｇ高等教育　課

千　円

635

635

　学識経験者等による委員会を定期的に開催している。

　地方独立行政法人法に定める法人の実績に関する評価等を行うため今後も継続していく。

平成１９年４月「公立大学法人福井県立大学」設立

廃　　止 □

継　　続

終期の見直し

完　　了

そ の 他

□

□

縮　　減

休　　止
評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□整理統合

見直し額

□

■

□

拡　　充

所　属 総務

そ の 他

事業終了
予定年度

その他

H19

5

事　業
区　分

国　庫

年度〔〕／整備目標

特　　記　　事　　項事業開始後の見直し状況

事業効果
の推移

決 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言
における位置付け

　公立大学法人福井県立大学の業務実績の評価等を行う。

県　単 補 助 金
事　業
開　始
年　度

実行予算

事務区分

　公立大学法人福井県立大学評価委員会（地方独立行政法人法第１１条第１項）の開催
　　・知事が中期目標を定める際の意見
　　・知事が中期計画を認可する際の意見
　　・各事業年度および中期目標期間における業務実績に関する評価
　　・知事が業務方法書を認可する際の意見
　　・法人の役員の報酬等の支給基準に関する知事への意見の申し出
　　・知事が財務諸表を承認する際の意見

区　　　　　分

区　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

その他特定財源

平成23年度予算額

2

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

△ 4.2%

635

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移 635

23年度

0.0%

0.0%

1143.1%

所属の

方　針

事　　業　　名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動
指標

成果
指標

委員会開催回数

財源内訳

一　般　財　源

－　22　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 □ ■ 年度 ■ 自 治 事 務

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 経過年数 － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

19年度 20年度 21年度 22年度

31,088 37,913 33,480 33,226

21,752 20,269 30,892 28,254

15,711 19,973 30,445 23,429

1 1 1 1

100 135

12 17 19 17

2,688 4,046

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移 38,694

23年度

所属の

方　針

事　　業　　名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動
指標

成果
指標 ｻﾃﾗｲﾄ・ｷｬﾝﾊﾟｽの講座の受講人数

区　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

その他特定財源

29,325

理事長、学長懇談会の開催

ｻﾃﾗｲﾄ・ｷｬﾝﾊﾟｽでの開講講座数

財源内訳

一　般　財　源

平成23年度予算額

1

6.8%

10.8%17

106

18.8%3,520

計 画 の 達 成 状 況

事業効果
の推移

決 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言
における位置付け

　県立大学をはじめとする県内の８つの大学等が、相互に知識や技術の交流を進め、研究レベルの向上や、地域に役立つ人材育成を行う。

県　単 補 助 金

連携研究件数

継　　続

年度〔〕／整備目標

特　　記　　事　　項事業開始後の見直し状況

事　業
開　始
年　度

実行予算

事務区分

所　属 総務

そ の 他

事業終了
予定年度

その他

H19

5

事　業
区　分

年度整備水準〔

6.5%

10.2%

18.8%

0.0%

（１）交通の利便性の高いまちなかのサテライト・キャンパスを活用し、教育力の一層の向上、地域貢献や学生同士の交流を促進
　　　　・連携企画講座　　　　大学教員等による社会問題や地域課題に関するリレー共同講義
　　　　・学生交流フェスタ　　学生の実行委員会が主体となったクラブの合同発表会等に対する助成
（２）参加大学等中心に、関係機関が連携して取り組むための研究費を交付
　　　　・実施主体　　　　県内の複数の大学を含む試験研究機関等のグループ
　　　　・補助限度額　　　一般研究枠：１件あたり年１００万円　　　プロジェクト型研究枠（県から提示するテーマの研究）：１件あたり年３００万円
（３）知事と理事長・学長懇談会、推進会議の開催

区　　　　　分

国　庫

Ⅰ

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□整理統合

見直し額

□

■

□

拡　　充

廃　　止 □

終期の見直し

完　　了

そ の 他

□

□

縮　　減

休　　止

千　円

29,325

160

29,165

　講座や研究を通じ、各高等教育機関の教員、学生の連携が図られた。

　県立大学をはじめとする県内の大学等が相互に連携した活動を行うことで、教育力の向
上、地域貢献を推進するため今後も継続していく。

Ⅰ

含まれる事業数

（　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

会計区分

大学・私学振興 　Ｇ高等教育　課

大学連携リーグ事業

〕　＝　〔

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　部

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅱ

Ⅰ
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